「特定秘密保護」強行成立への抗議声明
１．政府・与党は12月６日、参議院国家安全保障に関する特別委員会および参議院本会議において、特定秘密保護法を強行成立させた。国内外からの多くの反対の声にもかかわらず、衆議院に引き続いての数の力に頼った独裁ともいえる国会運営は、民主主義を根幹から否定する暴挙にほかならず、断固として抗議する。
２．本法律は、秘密を漏えいした公務員や情報を取得しようとする民間人への厳罰化が盛り込まれた。「何が、どこまでが特定秘密なのか」、「基本的人権である国民の知る権利を著しく侵害するものではないのか」などの指摘・疑問に対して最後まで十分な説明が尽くされないまま、成立ありきの短時間の国会審議では森担当大臣の答弁も二転・三転し、さらに参院審議の終盤には衆院審議では一切出てこなかった「秘密」をチェックする第三者の外部機関の設置も唐突に首相の口から表明された。しかしその機関ですら、身内の官僚のみで構成されているもので、第三者機関とは到底呼べる代物ではない。そればかりか、「施行までは１年間あるのだから、成立してからでも細部は詰められる」などと、不十分・不明瞭な中でのスピード決着となった。
３．一方では、石破自民党幹事長が「絶叫戦術はテロ行為と変わらない」と、法案への反対運動をテロと同一視し言論や表現の自由を弾圧するかの発言をした。本法案において「スパイやテロ活動防止」を理由に、政府に批判的なデモ行進・集会開催などの大衆運動を敵視し、恣意的に秘密を指定して労働組合運動を制限しかねない危険性も懸念されるなかで、この発言はまさに法案の本質、そして安倍政権の本質があらわになったものである。
また、本法律と密接に関連し、来年の通常国会提出が目論まれている「国家安全保障基本法案」は、先に成立している「日本版ＮＳＣ（国家安全保障会議）設置法案」と合わせて集団的自衛権の行使容認のための体制づくりであり、積極的平和主義という美辞麗句のもとに『戦前回帰』、『戦争しやすい国づくり』を企図するものと言わざるを得ない。
４．道本部は、本法律はもとより、国民の声を無視するどころかテロと断じる姿勢、民主主義を揺るがす数の力に頼った傲慢で排他的ともいえる政府・自民党の本質を断じて容認することはできない。「向こう３年間は選挙はない」と高をくくり、慢心の国会運営を繰り返す政府・自民党に対し、私たちは地域段階から大衆運動として粘り強くその不当性を訴え続けていく必要がある。その上で、戦前の軍国主義に傾きかけている流れを、１年半後に迫った統一地方選において地域から変えていくとともに、その後の衆・参国政選挙において再び政権交代を実現しなければならない。
５．人権・民主主義を取り戻し、戦争のない平和な社会を作り上げるために、道本部は引き続き中央本部や連合北海道、北海道平和運動フォーラムに結集し、組織内各級議員ともしっかりと連携しながら特定秘密保護法案の「施行阻止」、国家安全保障基本法案の「提案阻止」の取り組みに全力を挙げていく決意である。
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